
令和７年度答申に向けた判断要素と例 

≪判断要素≫ 

１ 人事院勧告による改定  

公務の職務、職責に照らして、企業規模１００人以上（令和６年までは５

０人以上）の民間給与との較差を解消するため、毎年、人事院が国家公務員

の給与改定を勧告するが、令和５年度審議会答申後の、安城市の一般職の参

考としている国家公務員行政職（一）の俸給と、特別職の参考としている国

家公務員指定職の俸給（民間企業における役員報酬に相当）の改定状況はそ

れぞれ以下のとおり。  

 令和６年 令和７年  ２年間計  

行政職俸給表（一）  ＋３．０％ ＋３．３％  ＋６．３％  

指定職俸給表 ＋１．１％ ＋２．８％  ＋３．９％  

２ 県内各市との比較  

①県内の全ての市（名古屋市除く）の３６市との比較  

 
安城市が３６市の平均を  

議長  副議長  議員  市長 副市長  教育長  

月額 上回る  上回る 上回る  上回る  上回る  上回る 

年収 上回る  上回る 上回る  上回る  上回る  上回る 

②県内の人口同規模（１０万人以上３０万人未満）の８市との比較  

…瀬戸市、半田市、豊川市、刈谷市、西尾市、小牧市、稲沢市、東海市  

 
安城市が８市の平均を  

議長  副議長  議員  市長 副市長  教育長  

月額 上回る  上回る 上回る  上回る  上回る  下回る 

年収 上回る  上回る 上回る  上回る  上回る  上回る 

③県内の人口同規模かつ財政力指数良好（１以上）の３市との比較  

…刈谷市、小牧市、東海市  

 
安城市が３市の平均を  

議長  副議長  議員  市長 副市長  教育長  

月額 下回る  上回る 下回る  下回る  下回る  下回る 

年収 下回る  上回る 下回る  上回る  上回る  上回る 

３ 市政運営に対する評価  

  業績を測る指標としては施策ごとで様々あるが、その一例として、自治体

経営の最上位に位置づけられる総合計画の進捗状況が挙げられる。現在の第

９次安城市総合計画は令和６年４月開始のため、まだ実績のない指標も少な

くないが、令和７年７月に開催された安城市総合計画審議会では、委員から

は「計画が順調に滑り出している」との評価もいただいている。  



≪判断例≫ 

Ａ  据置き 

○県内の人口同規模（１０万人以上３０万人未満）の８市との比較では、

年収において全ての職で安城市が８市の平均を上回る。  

○前回審議会答申に基づき、令和６年４月１日に全ての職で０．３％（２，

０００円～３，０００円）の引上げを行っているため、据置きとする。  

Ｂ  一部引上げ 

○県内の人口同規模かつ財政力指数良好（１以上）の３市との比較では、

年収において議長、議員の職で安城市が３市の平均を下回る。  

○議長、議員の職で、３市の平均との差額分の引上げを行う。  

 現行 増額 改定後  

議長 ５７８，０００円  ６，０００円  ５８４，０００円  

議員 ４８２，０００円  ９，０００円  ４９１，０００円  

Ｃ  全部引上げ 

○県内の人口同規模かつ財政力指数良好（１以上）の３市との比較では、

月額において副議長を除く全ての職で安城市が３市の平均を下回る。 

○令和５年度審議会答申後の、安城市の特別職の参考としている国家公務

員指定職の俸給の改定率（令和６年、令和７年の２年間計）を踏まえ、

全ての職で３．９％の引上げを行う。  

 ※令和５年度審議会答申の、０．３％の引上げと同じ考え  

 現行 増額 改定後  

議長 ５７８，０００円  ２２，０００円  ６００，０００円  

副議長  ５３５，０００円  ２０，０００円  ５５５，０００円  

議員 ４８２，０００円  １８，０００円  ５００，０００円  

市長 １，０４４，０００円  ４０，０００円  １，０８４，０００円  

副市長  ８５５，０００円  ３３，０００円  ８８８，０００円  

教育長  ７５１，０００円  ２９，０００円  ７８０，０００円  

 


